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   犬山市特別支援教育就学奨励費事務取扱要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、特別支援学校への就学奨励に関する法律（昭和

２ ９ 年 法 律 第 １ ４ ４ 号 ） の 趣 旨 に 基 づ き 、 犬 山 市 立 学 校 設 置 条 例

（昭和３９年条例第１１号）第２条の規定により設置した小学校及

び中学校（以下「市立小中学校」という。）に就学する児童及び生

徒（以下「児童等」という。）の保護者の経済的負担を軽減するた

め支給する特別支援教育就学奨励費（以下「奨励費」という。）に

ついて必要な事項を定めるものとする。 

 （支給対象者） 

第２条 奨励費の対象となる者（以下「支給対象者」という。）は、

市内に住所を有し、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

 (1)  市 立 小 中 学 校 に 就 学 す る 児 童 等 で あ っ て 、 学 校 教 育 法 施 行 令

（昭和２８年政令第３４０号）第２２条の３に定める障害の程度

に該当する者の保護者 

 (2) 市立小中学校の特別支援学級に就学する児童等の保護者 

２  前項第１号の障害の程度に係る判定基準は、別表第１のとおりと

する。 

３  第 １ 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る者

は、奨励費の支給対象としない。 

 (1) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１３条の規定によ

る教育扶助を受けている者 

 (2) 犬山市就学援助費事務取扱要綱（平成３０年要綱第３７号）に

基づく就学援助費を同一年度において支給される者 

４  前項の規定にかかわらず、次条第１項第６号、第７号、第９号又

は 第 １ ０ 号 に 掲 げ る 費 目 に 係 る 奨 励 費 の 支 給 を 受 け よ う と す る 者

は、当該奨励費に限り、その支給対象とする。 

 （奨励費） 

第３条 奨励費の対象となる費目は、次のとおりとし、支給額は、予

算の範囲内で犬山市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が
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別に定める。 

 (1) 学用品・通学用品購入費 児童等が通常必要とする学用品の購

入費及び通学用品の購入費 

 (2) 校外活動費 

  ア  校外活動費（宿泊を伴わないもの） 児童等が、学校外に教

育の場を求めて行われる学校行事としての活動のうち、宿泊を

伴わないものに参加するために直接必要な交通費及び見学料 

  イ  校外活動費（宿泊を伴うもの） 児童等が、学校外に教育の

場を求めて行われる学校行事としての活動のうち、宿泊を伴う

ものに参加するために直接必要な交通費及び見学料 

 (3) 修学旅行費 修学旅行に直接必要な交通費、宿泊費及び見学料

並びに修学旅行に参加した児童等の保護者が修学旅行に要する経

費として均一に負担すべきこととなる記念写真代、医薬品代、昼

食代、旅行傷害保険料、添乗員経費、荷物輸送料、しおり代、通

信費及び旅行取扱料金 

 (4) 新入学児童生徒学用品・通学用品購入費 入学する児童等が通

常必要とする学用品及び通学用品の購入費 

 (5) 学校給食費 児童等が受けた給食で、保護者が負担することと

なる額 

 (6) 交流及び共同学習に要する交通費 児童等が学校教育の一環と

して特別支援学校又は他の学校の児童等とともに集団学習を行う

交流及び運動会、学習会、音楽会等の共同学習に参加する場合に

必要な交通費 

 (7) 拡大教材費 弱視の児童等が授業において使用する拡大教材の

購入費 

 (8) オンライン学習通信費 校長又は教育委員会が正規の教材とし

て使用するもの又は正規の授業で使用する教材と同等と認めるも

のにより提供されたオンライン学習に必要な通信費 

（ 9）  通学に要する交通費 心身の発達段階、障害の状態等を理由に

徒歩による通学が困難な児童等が、その認められた個別の方法に
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より日常的に通学する場合に必要な交通費 

（ 10）  職場実習に要する交通費 中学校の教育計画に基づき、生徒

が教師の指導の下、学校外の事業所等において職業教育のための

職場実習に参加する場合に必要な交通費 

 (11) 体育実技用具費 市内小中学校の体育の授業の実施に必要な体

育実技用具で、当該事業を受ける児童等全員が個々に用意するこ

ととされている用具の購入費 

 (12) その他  その他教育委員会が必要と認めるもの 

２  奨励費の対象となる学年等は、別表第２のとおりとする。 

 （申請書の提出等） 

第 ４ 条  奨 励 費 の 支 給 を 受 け よ う と す る 者 （ 以 下 「 申 請 者 」 と い

う。）は、毎年度において教育委員会が定める日までに、特別支援

教育就学奨励費受給申請書兼辞退届（様式第１）に別表第１に掲げ

る必要書類を添えて、児童等が就学する学校の校長（以下「校長」

という。）を経由して教育委員会に提出するものとする。ただし、

転入学等やむを得ない事情により年度の途中において奨励費の支給

を必要とする場合にあっては、その都度申請を受け付けるものとす

る。 

２  別表第１の診断書には、当該診断に係る医師が署名し、又は記名

押印しなければならない。 

３  第２条第１項第２号に該当し、かつ、奨励費の支給を希望しない

者は、その旨を第１項の辞退届により校長を経由して教育委員会に

届け出るものとする。 

 （認定） 

第５条 教育委員会は、前条の申請があったときは、その内容を審査

し、適当と認めるときは、申請者を支給対象者として認定するもの

とする。 

 （通知） 

第６条 教育委員会は、前条の認定を行ったときは、速やかに当該申

請に係る児童等が就学する学校の校長を通じて特別支援教育就学奨
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励費支給認定通知書（様式第２）により申請者に通知するものとす

る。 

２  教育委員会は、前項の通知をしたときは、当該通知に係る児童等

ご と に 特 別 支 援 教 育 就 学 奨 励 費 支 給 計 画 通 知 書 （ 様 式 第 ３ 。 以 下

「支給計画書」という。）を作成し、校長に送付するものとする。 

３  教育委員会は、前条の審査の結果、支給対象者として認定しなか

ったときは、特別支援教育就学奨励費不認定通知書（様式第４）に

より申請者に通知するものとする。 

 （認定の取消し等） 

第７条 教育委員会は、第５条の認定を受けた者が、年度の途中にお

いて支給対象者でなくなったとき、又は転出、死亡等により奨励費

の支給を必要としなくなったときは、当該認定を取り消し、既に支

給した奨励費の全額又は一部を返還させることができる。 

 （支給等） 

第８条 奨励費は、原則として支給対象者からの委任に基づき校長が

市から代理受領するものとする。 

２  校長は、奨励費を代理受領したときは、支給計画書に基づき、奨

励費を支給対象者に支給するものとする。 

３  校長は、特別支援教育就学奨励費支給明細書（様式第５。以下

「支給明細書」という。）を作成し、支給の都度整理するものとす

る。 

４  校長は、第２項の支給が完了したときは、支給明細書を教育委員

会に提出しなければならない。 

５  教育委員会は、支給事務の適正な執行を図るため、校長が行う支

給事務について必要な書類の提出を求めることができる。 

 （雑則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、教育委員会が

別に定める。 

  附  則  

 この要綱は、令和３年９月１日から施行し、同年４月１日から適用



 

5 

する。  

  附  則  

 この要綱は、令和６年９月４日から施行し、改正後の第３条第１項

及び別表第２の規定は、同年１０月１５日から適用する。 
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別表第１（第２条・第４条関係） 

 障害の程度に係る判定基準及び必要書類 

区分  障害の程度  判定方法  必要書類  

視覚障

害者  

両眼の視力がおおむね０・３

未満のもの又は視力以外の視

機 能 障 害 が 高 度 の も の の う

ち、拡大鏡等の使用によって

も通常の文字、図形等の視覚

による認識が不可能又は著し

く困難な程度のもの  

身体障害者手帳

の等級が２級以

上の者  

身体障害

者手帳の

写し  

身体障害者手帳

の等級が３級か

ら６級までの者

で、この表の障

害の程度の欄に

掲げる基準（以

下「基準」とい

う。）に該当す

ると医師が診断

したもの  

身体障害

者手帳の

写し  

診断書

（様式第

６）  

聴覚障

害者  

両耳の聴力レベルがおおむね

６０デシベル以上のもののう

ち、補聴器等の使用によって

も通常の話声を解することが

不可能又は著しく困難な程度

のもの  

身体障害者手帳

の等級が２級以

上の者  

身体障害

者手帳の

写し  

身体障害者手帳

の等級が３級か

ら６級までの者

で、基準に該当

すると医師が診

断したもの  

身体障害

者手帳の

写し  

診断書

（様式第

６）  

知的障

害者  

 (1)  知 的 発 達 の 遅 滞 が あ

り、他人との意思疎通が

困難で日常生活を営むの

に頻繁に援助を必要とす

療育手帳の判定

が Aの者  

療育手帳

の写し  
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る程度のもの  

 (2) 知的発達の遅滞の程度

が前号に掲げる程度に達

しないもののうち、社会

生活への適応が著しく困

難なもの  

肢体不

自由者  

 (1) 肢体不自由の状態が補

装具の使用によっても歩

行（車いすによる移動を

除く。）、筆記等日常生

活における基本的な動作

が不可能又は困難な程度

のもの  

 (2) 肢体不自由の状態が前

号に掲げる程度に達しな

いもののうち、常時の医

学的観察指導を必要とす

る程度のもの  

身体障害者手帳

の等級が２級以

上の者  

身体障害

者手帳の

写し  

身体障害者手帳

の等級が３級か

ら６級までの者

で、基準に該当

すると医師が診

断したもの  

身体障害

者手帳の

写し  

診断書

（様式第

６）  

病弱者   (1) 慢性の呼吸器疾患、腎

臓疾患及び神経疾患、悪

性新生物その他の疾患の

状態が継続して医療又は

生活規制を必要とする程

度のもの  

 (2) 身体虚弱の状態が継続

して生活規制を必要とす

る程度のもの  

基準に該当する

と医師が診断し

た者  

診断書

（様式第

６）  
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別表第２（第３条関係） 

 支給費目及び対象 

費目  対象者  

学用品・通学用品購入

費 

全学年 

校外活動費 校外活動に参加した者 

修学旅行費 修学旅行に参加した者 

新 入 学 児 童 生 徒 学 用

品・通学用品購入費 

小学校の第１学年 

中学校の第１学年 

ただし、４月１日時点での支給対象者に限

り、前年度において犬山市就学援助費事務

取扱要綱の規定による新入学準備金の支給

を受けた者を除く。 

学校給食費 全学年 

交流及び共同学習に要

する交通費 

全学年 

拡大教材費 全学年 

オンライン学習通信費 全学年 

通学に要する交通費 全学年 

職場実習に要する交通

費 

中学校の全学年 

体育実技用具費 全学年 

その他 その他教育委員会が必要と認める者 

 

 


